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特定技能・育成就労適正化支援センターの滋賀です。 

今月号では特定技能 1 号の分野別受入れ上限と現状・見通しについて特集します。 

1．外食業分野で特定技能 1 号の新規受入れが原則停止 

2026 年 3 月 27 日、農林水産省および出入国在留管理庁は、外食業分野における特定技能 1 号の新

規受入れを、同年 4 月 13 日以降、原則停止する旨を発表しました。2026 年 2 月末時点の在留者数が

約 4 万 6,000 人に達し、受入れ上限（5 万人）を同年 5 月中に超えることが確実となったためです。 

一部例外はありますが、2026 年 4 月 13 日以降に受理した在留資格認定証明書交付申請・在留資格

変更許可申請は原則として不交付・不許可となっており、停止期間は 2029 年 3 月末まで（約 3 年

間）に及ぶ見通しです。 

外食業の停止は、特定技能制度が「量的上限のある制度」であることを改めて実感させる出来事で

した。「いつかは上限に達するかもしれない」という認識から、「どの分野でも起こりうる現実」と

して制度設計全体を見直す時期に来ています。 

2．分野別受入れ上限と現状：次に注意すべき分野はどこか 

特定技能制度では、分野ごとに 5 年間の受入れ見込数が設定され、これが 1 号特定技能外国人の受

入れの上限として運用されます。令和 8 年 1 月 23 日の閣議決定により、令和 6 年度から令和 10 年度

末までの 5 年間の分野別受入れ見込数が定められました（全 19 分野、特定技能 1 号合計 80 万 5,700

人）。外食業の停止を受け、他分野の状況にも目を向ける必要があります。主要分野の充足状況を整

理したものが下表です（在留者数は令和 7 年 6 月末の確定値）。 

分野 
受入れ見込数 （上

限・最新値）※1 

在留者数  
（2025 年 6月末） 

消化率 （概算） 警戒レベル 

飲食料品製造業 133,500 人 84,071 人 約 63% 中 

介護 126,900 人 54,916 人 約 43% 中 

工業製品製造業 199,500 人 51,063 人 約 26% 低 

建設 76,000 人 43,599 人 約 57% 中 

農業 73,300 人 34,935 人 約 48% 中 

外食業 50,000 人 上限到達 100%超 ★停止済 

宿泊 14,800 人 1,265 人 約 9% 低 

自動車整備 9,400 人 （別途確認要） — 低 

※1 受入れ見込数は令和 8 年 1 月 23 日閣議決定「特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針及び育成就労に

係る制度の運用に関する方針」（分野別運用方針）（令和 6 年度〜令和 10 年度末・5 年間の上限）。在留者数は出入

国在留管理庁「特定技能 1 号在留外国人数（令和 7 年 6 月末現在）」確定値（外食業を除く）。 

 

飲食料品製造業は在留者数が全分野で最多（84,071 人）で増加ペースが速く、このままのペースが

続けば 2〜3 年後に同様の上限問題が生じる可能性があります。介護分野は令和 9 年 4 月開始予定の

育成就労制度（育成就労外国人の受入れ見込数：3 万 3,800 人）との連携により、今後さらに人数が

伸びる見込みです。建設分野は消化率約 57%ですが、特定技能外国人と技能実習生等の合計が常勤職

員数を超えられないという企業個別の人数制限もあわせて注意が必要です。 

 

3．受入企業・関係団体が取るべき対応 

（1）情報収集：何を・どこで確認すればよいか 

特定技能・育成就労適正化支援センター(TITSC) 

mailto:info@titsc.org


分野別の在留者数は、出入国在留管理庁が半年ごと（6 月末・12 月末）に「特定技能在留外国人数

（速報値）」として公表します。受入れ上限への接近状況を把握するためには、この速報値の定期チ

ェックが不可欠です。 

【確認すべき公式情報源】 

・出入国在留管理庁「特定技能在留外国人数（速報値）」（半年ごと公表） 

・各分野の主務省庁ウェブサイト（農水省、厚労省、国交省など） 

・JITCOや各分野の協議会からのお知らせなど（メール配信登録を推奨） 

（2）既存の 1 号特定技能外国人の定着・採用：最も即効性の高い対策 

新規受入れが停止・制限される局面では、すでに国内に在留している 1 号特定技能外国人こそが最

も手の届きやすい人材です。入国済みの 1 号特定技能外国人は新規受入れの停止措置を受けず、在留

期間更新も同一分野内での転職（在留資格変更）も引き続き可能です。つまり、処遇や職場環境に不

満を持つ人材は、他社に移ることもできます。この点を踏まえると、「いかに来てもらうか」と同等

以上に「いかに定着してもらうか」という視点が不可欠です。 

● 離職防止・定着促進：日本語でのコミュニケーション支援、生活上の相談窓口の整備、キャリアパ

スの明示（特定技能 2 号への移行支援を含む）など、働き続けたいと思える環境づくりが求められ

ます。母国への送金・生活費・住居といった生活基盤の安定も定着率に直結します。 

● 転職者の積極採用：同一分野内であれば、他社から転職してきた 1 号特定技能外国人をそのまま雇

用できます。転職支援サービスや人材紹介会社を通じて、処遇改善を図りつつ既存在留者の採用を

積極的に検討することが、新規入国が止まった際には有効な手段となります。 

● 職場環境の「見える化」：外国人求職者は SNS や同国人コミュニティの口コミで企業評判を共有

しています。多言語での情報発信、入社後の待遇・生活支援の具体的な開示など、「選ばれる職場」

としての発信強化が中長期的な採用力に直結します。 

（3）新規受入れの代替手段：中長期的な人材確保策 

既存在留者の確保と並行して、新規の人材パイプラインも整備しておく必要があります。 

● 特定技能 2 号への移行・育成：特定技能 2 号には受入れ上限がなく、外食業を含む多くの分野で対

象となっています。在留期限の上限がなく、家族帯同も可能なため、長期戦力として育成する観点

から、今から現有人材の 2 号移行支援に着手することが重要です。 

● 育成就労制度の活用（2027 年 4 月施行予定）：育成就労法に基づく新制度は旧・技能実習制度の

後継で、特定技能 1 号への移行を前提とした設計です。令和 8 年 1 月 23 日閣議決定により各分野

の分野別基本方針が定められており、計画的な準備が求められます。 

 

~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~ 

弊センターは、特定技能・育成就労や入管手続きに詳しい行政書士、社労士による特定技能制度・育成就労制

度を取扱う専門機関です。行政書士の全国ネットワークを活用した体制を整え、監理支援機関などの申請手続きを

支援します。外国語にも対応します。 

弊センターでは監理支援機関及び外国人受入企業に向けさまざまなサービスを提供しております。 

手数料一覧は、弊センターのホームページをご覧ください。 

➢ 機構計画認定申請と入管申請 

➢ 建設キャリアアップシステム代行申請、建設特定技能受入計画認定申請 

➢ 監理支援機関の許可申請、外部監査 

➢ その他（法的保護講習、労務関係手続き支援、相談）

~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~ 
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